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平素から、佐賀市農業委員会の活動に対しましては、格別の御理解と御協力を賜

り、厚くお礼申し上げます。 

また、平成３０年７月の西日本豪雨による農業被害への復旧支援等につきまして

は、迅速に対応していただき、心から感謝申し上げます。 

着実に復旧事業が進んでいると感じているところです。 

このような中、本年８月末、佐賀県を中心とした九州北部は、再び記録的な豪雨

に見舞われました。 

佐賀市においても、道路や住宅などの生活基盤にも被害が出ております。 

さらには、冠水や土砂流入に伴い、農地や農作物などにも大きな被害が出ている

ところです。 

現在、国や佐賀県、佐賀市におかれましては、昨年の豪雨災害への復旧支援に加

え、今回の豪雨災害への復旧支援にも全力で取り組んでいただいておりますが、引

き続き、迅速かつ手厚い支援を賜りますようお願いします。 

さて、本農業委員会は、農地法等の規定に基づく許認可業務をはじめ、「担い手

への農地利用の集積」や「遊休農地の発生防止・解消」、「新規参入の促進」に重点

を置き、農地利用の最適化を推進しています。 

こうした中、地域農業者からは、農業所得の向上を含む農業経営の安定化を求め

る声をはじめ、特に、担い手不足による遊休農地の増加など、近い将来、地域の農

業・農村が危機的な状況になることを危惧する声が多数あります。 

このため、佐賀市と本農業委員会は、これからの佐賀市の農業・農村のあるべき

姿を見据え、これらの課題解決に向けた取組みを互いに協力しながら実行していく

ことが重要であると考えます。 

つきましては、農業委員会等に関する法律第３８条第１項の規定に基づき、次の

項目について意見書を提出します。 

 

              記 

 

１ 担い手の育成と確保について 

２ 農業経営の安定化について 

３ 農業生産基盤の整備と保全について 

４ 有害鳥獣被害防止対策の強化について 

５ 活力にあふれた農山村の形成について 
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１ 担い手の育成と確保について 

現在、地域の農業・農村においては、農業従事者の高齢化や農業後継者の減少、

新規就農者数の伸び悩みなどにより、担い手不足が喫緊の課題となっている。 

このような中、新たな担い手が増加しない要因のひとつとして、農業所得の伸び

悩みがあり、また、一般市民や一般企業等への新規就農や新規参入に係る支援内容

等の周知不足も、新たな担い手が増加しない一因と考えられる。 

佐賀市では、国の施策に従い、安定的な担い手確保に向けた対策のひとつとして

集落営農組織の法人化を推進されているが、多くの組織においては、農業従事者の

高齢化の進展や法人化後の経営面への不安などから将来への展望が描けずに、法人

化への一歩を踏み出せていないのが実情である。 

このため、農業・農村の持続的な発展と農地の保全に向けて、本農業委員会とし

ては、担い手の育成と確保が重点的に取り組むべき課題であると認識している。 

以上のことから、次の施策の充実等をお願いする。 

 

（１）農業への意欲が増す農業所得向上のための施策の充実 

（２）新規就農に係る支援内容や成功事例などの周知活動の強化 

（３）集落営農組織の実情把握と各組織に応じた支援の充実 

 

 

【回答】 

（１）農業への意欲が増す農業所得向上のための施策の充実 

 

農業所得向上のためには、生産コストの一層の削減が必要不可欠であり、新た

な生産技術の導入や効率的で大規模な農業を確立するための農業機械等の導入

などにより推進していきます。 

また、省力化や労働力確保、負担の軽減などを目指して、近年技術開発が進む

「スマート農業」は、本市農業に適した取り組みを推進していきます。 

このほか、経営安定のため、農産物の付加価値を高める 6 次産業化や農商工

連携を推進していきます。 

さらには、農産物や加工品の市場における競争力を高めるため、ブランド化

を推進するとともに、販路の拡大を図っていきます。 

  

（２）新規就農に係る支援内容や成功事例などの周知活動の強化 

 

現在は、本格的な就農開始に向けて、県・市・ＪＡ・金融公庫などが一緒にな

って相談に対応する「ワンストップ就農相談会」や就農に興味のある方向けの

相談「就農相談ウェルカムデ－」を定期的に実施しています。 

また、県などでは、活躍中の農家を紹介するチラシを定期的に作成していま

す。成功事例を具体的に示すことにより、就農者の意欲向上や就農を考えてお

られる方の就農意欲の高まりを促すことが期待できますので、関係機関と連携

して周知に努めていきます。 

今後とも、就農を考える方に的確な情報が届くように、各関係機関の窓口のほ

か、広報紙やホームページなどあらゆる広報媒体により周知に努めていきます。 
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（３）集落営農組織の実情把握と各組織に応じた支援の充実 

 

県・市・ＪＡの関係機関の担当者と各集落営農組織のリーダーによる意見交換

を定期的に行い、法人化目標年度などを記載した法人化計画の進捗状況や法人

化に向けての課題などの実情把握を行っています。 

この中で、法人化に向けた取り組みが進んでいる、または、取り組みに意欲的

なところを「重点区域」に選定して、次のような支援を重点的に行っています。 

①  研修会開催や先進事例視察に係る経費の一部補助 

②  研修会へ税理士や農業経営アドバイザーなど専門家の派遣 

③  佐賀市農業法人連絡協議会が行う勉強会や研修会への参加 

 

また、集落営農組織の中には、規模が小さいことで法人化後の運営を危惧する

意見や、共同乾燥施設単位等など広域化での法人化を検討する意見などもある

ため、先進事例などを参考に議論を深めることができるよう支援に努めていき

ます。 
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２ 農業経営の安定化について 

市内農業者の農業経営については、農産物の価格低迷に加え、近年の農業生産資

材価格の高止まりなどから農業所得が伸び悩む一方で、農業機械の導入費用や老朽

化した農業用施設の改修費用などの経費が経常的に発生し、依然として農業経営は

厳しい状況にある。 

このため、高品質・高付加価値な売れる農産物の生産・販売の推進や先進技術導

入の促進、６次産業化の推進などを行い、農業経営の安定化を図ることが重要であ

る。 

以上のことから、次の施策の推進等をお願いする。 

 

（１）付加価値の高い売れる米・麦・大豆づくりの推進 

（２）農業機械の導入に関する補助事業において、面積や法人化等の 

要件緩和に向けた国・県への要望活動の強化 

（３）付加価値の高い園芸作物の生産に向けた取組みの推進及び施設 

整備への支援 

（４）ドローンなどの先進技術による作業の効率化を図るための機械 

導入等への支援 

（５）農産物の付加価値を高める６次産業化の推進 

 

 

【回答】 

（１）付加価値の高い売れる米・麦・大豆づくりの推進 

 

本市の農業は、土地利用型農業による米・麦・大豆の３品目が主力農作物と

なっており、本市の重要な作物です。 

米については、近年「さがびより」、「夢しずく」が食味ランキングで特Ａを

取るなど売れ行きも好調なようです。今後も良質で売れる米づくりを目指し

て、県やＪＡなどの農業団体と連携して支援します。 

また、麦・大豆については、国の経営所得安定対策制度の推進による経営安

定に向けた支援や、佐賀県の麦・大豆１トンどりプロジェクトに係る制度の活

用による品質・収穫量を向上させ所得向上を目指した支援を行っています。 

このほか、市においても産地交付金の中で「二毛作助成」、「大豆の額縁明

渠」、「担い手の大豆作付」など麦や大豆に対する交付金メニューを多種設定し

ており、今後もこのような制度や交付金などを活用して麦・大豆づくりの推進

を行っていきます。 

 

（２）農業機械の導入に関する補助事業において、面積や法人化等の要件緩和に向

けた国・県への要望活動の強化 

 

国や県の動きを注視していくとともに、他の市町とも連携し、補助事業の要

件緩和を含め、農業経営の安定につながる施策の推進を国・県に対して要望し

ていきます。 
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（３）付加価値の高い園芸作物の生産に向けた取組みの推進及び施設整備への支援 

 

園芸農業の推進に関しては、今年度から佐賀県が掲げる「さが園芸生産８８

８億円推進運動」に、生産者を中心として、県やＪＡ等関係機関と一丸となっ

て、取り組んでまいります。 

また、本市が JA 全農、JA さがと連携して取り組んでいる大規模環境制御型園

芸実証施設（ゆめファーム全農 SAGA）の運営を通じて、生産性の高い施設園芸

の普及・展開に努めます。 

 

（４）ドローンなどの先進技術による作業の効率化を図るための機械導入等への支  

援 

 

既存の補助事業の中にも、ドローンを始め、農業機械の自動操舵システムや

園芸施設の高度環境制御システム等、先端技術導入を助成の対象としたメニュ

ーもあるため、国庫補助などを利用して支援していきます。 

 

（５）農産物の付加価値を高める６次産業化の推進 

 

本市では、６次産業化に取り組む農家への支援として、６次産業化・農商工連

携推進員によるアドバイスや、「はじめてみよう！６次産業化支援事業」による

マーケティング調査、商品パッケージ開発など初期費用に要する経費の支援や、

商談会等への出展支援などを行っていきます。 

また、６次産品を一定の評価基準で審査し、優れた商品を認定する『いいモノ

さがし』制度を設けており、これらの商品を重点的に全国に向けてＰＲし、６次

産品のブランド化と販路拡大に向けて取り組んでいきます。 
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３ 農業生産基盤の整備と保全について 

佐賀市では、圃場整備事業から３０年以上経過した農地が多数あり、農業生産基

盤のうち、農道や農業用水路、揚水ポンプ、送水管、暗渠排水等の農業用施設の老

朽化が進んでいる。 

これにより、田面排水機能が低下して農産物の減収などが生じ、また、農業用水

路に設置された木柵等が破損するなど、農地の適正な保全や農作業の危険性が高ま

っている。 

このため、国・県による水路改修事業等に加え、地域においても、多面的機能支

払交付金などを活用して農業生産基盤の整備と保全に努めているが、施設の老朽化

に改修が追いついていない状況である。 

また、受益者負担を伴う事業経費については、農業経営の負担となっている。 

このため、今後も引き続き、国や県、市の更なる支援が必要である。 

以上のことから、次の施策の取組みの強化等をお願いする。 

 

（１）農作業の安全確保及び大雨時の排水対策を視野に入れた農業用 

施設の改良・改修の取組みの強化 

（２）国営・県営の水路改修事業の更なる進捗に向けた国・県への要 

望活動の強化 

（３）多面的機能支払交付金の予算拡大に向けた国への要望活動の強 

   化 

（４）農業用施設の改良・改修に係る受益者負担の軽減に向けた支援 

 

 

【回答】 

（１）農作業の安全確保及び大雨時の排水対策を視野に入れた農業用施設の改良・

改修の取組みの強化 

 

老朽化した農業用の施設の改良・改修について、圃場整備事業等で造成され

た施設では、土地改良適正化事業として、各土地改良区に対して補助金交付を

行っています。 

その他の農業用施設に関しては、市単独事業で水路、農道、樋門、排水機場

等の補修を行い、大雨時の排水対策及び農作業への安全確保に努めています。 

  ➣土地改良施設維持管理事業補助金 … 水路整備 市補助 70％ 

 

また、「多面的機能支払交付金」では、老朽化が進む水路、農道などの長寿命

化のための補修等も可能であり、農家負担もゼロとなっていることから、本交

付金での整備を推奨しています。 

➣補助率：国 50、県 25、市 25％（※農家の負担なし） 

  

その他の、現時点での対応策として、 

   ➣原材料支給制度 … 市が支給（100％） 

   ➣浚渫補助金制度 … 浚渫に対する補助（機械 70％、人力 20％） 

を実施しています。 
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（２）国営・県営の水路改修事業の更なる進捗に向けた国・県への要望活動の強化 

 

現在のクリーク防災事業の進捗状況は、平成 30 年度末で、 

国営事業(Ｈ24～Ｒ5) 整備済延長：約 37km、進捗率：約 37％ 

県営事業(Ｈ24～Ｒ5) 整備済延長：約 186km、進捗率：約 62％ 

となっています。 

県営事業は、上述のとおり、ほぼ予定通りに進んでいます。また、国営事業

は、当初計画より事業の進捗が遅れています。国は、予算の増額はもちろん、

職員の数も増やして体制の強化もされており、地元調整を密に行いながら、事

業の進捗に努めていただいているところですが、事業進捗の遅れから、完了年

度が伸びる可能性があると聞いています。このことから、市は予算確保のため

の提案活動等を国等に対し毎年行っています。 

今後も、早期完成に向けた十分な予算の確保を国・県に要望し、更なる事業

進捗に努めたいと考えています。 

 

（３）多面的機能支払交付金の予算拡大に向けた国への要望活動の強化 

 

多面的機能支払交付金は、制度創設から５年が経過し、制度の見直しを行

うため、平成３０年度に活動組織や自治体に対し、国によるアンケートが実

施され、佐賀市としても、十分な予算の確保や事務負担の軽減等の要望を行

いました。 

その後、制度の施策評価が行われ、令和元年度から予算拡大を含む制度改正

がなされています。具体的には、多面的機能の増進を図る活動の取組数を更

に増やしていくような場合や実働する方々を増やす場合については加算措置

を行うなど、追加的な支援が新たに盛り込まれています。 

今後については、佐賀県と福岡県の両県協議会で、毎年７月と１１月に農林

水産省などへ要望活動を行っていますので、こうした機会やアンケートなど

様々な機会を通じて、予算拡大に向けて、今後も国に働きかけていきます。 

➣国の予算 

平成30年度 48,401百万円／平成31年度48,652百万円（総額2.5億の増） 

 

（４）農業用施設の改良・改修に係る受益者負担の軽減に向けた支援 

  

農業用施設の改良・改修を対象とした農業基盤整備促進事業や県営経営体基

盤整備事業等の補助事業については、今後も、国・県・市と各土地改良区が情

報共有・連携を行い、受益者負担が増大しないような支援を行うとともに、要

望に沿った予算措置を講じたいと考えています。 
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４ 有害鳥獣被害防止対策の強化について 

有害鳥獣による農業被害に関しては、佐賀市鳥獣害対策協議会等による計画的な

被害防止対策が講じられているが、中山間地域におけるイノシシなどによる獣害に

加え、市内全域でのカラスやカモなどの鳥害も後を絶たない。 

このような有害鳥獣による農作物への被害は、営農意欲の低下を招き、その結果、

遊休農地増加の一因となっている。 

このため、今後もさらに、有害鳥獣による農作物への被害を防止する必要がある。 

以上のことから、次の取組み等の強化をお願いする。 

 

（１）有害鳥獣による農作物への被害防止に向けた取組みの強化 

（２）鳥獣被害防止対策事業におけるワイヤーメッシュと電気牧柵の 

併用設置に向けた国・県への要望活動の強化 

 

 

【回答】 

（１） 有害鳥獣による農作物への被害防止に向けた取組みの強化 

 

昨年度、イノシシの捕獲期間を試行的に延長したところ、延長期間（11 月か

ら 3 月まで）に 744 頭を捕獲することができました。本年度の４月～８月期の

捕獲実績は、前年同期比で約４割減となっており、個体数調整の結果、農作物の

被害軽減が図られているものと期待しています。今年度も引き続き、捕獲期間

の延長を行うべく関係者と協議を進めているところです。 

また、カラスについては、環境部門が捕獲檻の増設（5 基→8 基）を行うこと

としており、これと連携しながら被害軽減に取り組んでいきます。このほか、カ

モについては、夜間も活動することから、吹き流しなどの自衛策が有効であり、

農家へ周知するとともに、重点的な巡回などを猟友会にお願いします。被害が

生じた際は、市へ相談ください。 

  

（２） 鳥獣被害防止対策事業におけるワイヤーメッシュと電気牧柵の併用設置に

向けた国・県への要望活動の強化 

 

国庫事業の要件緩和は難しいものがありますが、地域の実情に応じて、できる

だけ事業対象となるよう機会を捉えて、国・県へ要望していくよう努めます。 
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５ 活力にあふれた農山村の形成について 

市内の農山村においては、農業の担い手不足、遊休農地や鳥獣被害といった課題

が年々深刻さを増している。 

こうした中、近年、特に中山間地域については、都市部の住民を中心に、付加価

値の高い農産物や特色ある観光資源等へのニーズが増加傾向にあるため、中山間地

域の振興については、今後も引き続き次の活動の強化等をお願いする。 

 

（１）中山間地域等直接支払交付金の維持・拡充に向けた国への要望 

活動の強化 

 （２）中山間地域の特色を活かした多様な振興策の推進 

 （３）直売所や旅館、レストラン等での地元農産物の活用の促進 

 

 

【回答】 

（１）中山間地域等直接支払交付金の維持・拡充に向けた国への要望活動の強化 

 

現在、７４集落で約 1,218ha の農地保全に取り組んでいただいており、中山

間地域の農地保全において効果が高く、重要な事業となっています。 

今年度は、５年を一期間とした第４期対策の最終年度となりますが、令和２

年度からの５年間、第５期対策が行われることが既に決定しています。 

これまでにも新たな交付項目の創設や加算措置の拡充、交付金の返還要件の

緩和など農業者に取り組みやすい見直しが行われてきました。第５期対策にお

いても、この交付金制度に取り組む農業者や市町村の要望を反映する形で、加

算措置の拡充や交付金の遡及返還措置などの見直しが行われる予定となってい

ます。 

これからも、この制度を利用する農業者にとってより良い制度となるように、

国への要望などを行っていきます。 

 

（２）中山間地域の特色を活かした多様な振興策の推進 

 

中山間地域では、その地域でしか味わえない食や環境、観光などといった地

域資源を活かして都市部との交流を図り、地域の活性化につなげる異業種連携

や、グリーンツーリズムなどの取り組みが実践されています。 

本市では、地域間交流活動の周年的・広域的連携を図るため、グリーンツー

リズム実践者の研究会を対象とした研修会などの開催や、県が主催するグリー

ンツーリズムの指導者やリーダー、実践者の育成を目的とした講習会への参加

の呼びかけを行い、農家民宿や農業体験を始めようとする農家等の増加につな

げていきます。 

 

（３）直売所や旅館、レストラン等での地元農産物の活用の促進 

 

中山間地域の直売所では、安全で新鮮な農産物が買えるという消費者イメー

ジが定着し、出荷する農家の所得安定と生産意欲を支える重要な役割を担って

います。 

また、特色ある地元農産物等の食材を使った郷土料理は、都市部から訪れる
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交流者の楽しみの一つです。この郷土料理を味わうことができる旅館やレスト

ランは集客につながりますので、これら食材を旅館等に提供することは、異業

種が連携した効果的な地域間交流の取り組みと考えています。 

佐賀市特産物振興協議会では、市産農産物の販売促進を目的としたファー

ム・マイレージ運動を展開しており、この運動に協力いただく直売所を協力店

として、また、市産農産物を積極的に提供される旅館等を地産地消推進店とし

て認定し、本協議会のホームページや冊子など通じて広報し、地元農産物の販

売と活用の促進につながるよう取り組んでいきます。 

 


